










すもので、まずは 2008-2012 年の 5 年間を第一約束期間とし、先進国全体で
1990 年比約 5.2％の削減目標が定められた。現在は 2013-2020 年の 8 年間を
第二約束期間としてさらなる取り組みが進められている。
　しかし、京都議定書の第二約束期間においては、主要先進国としては米
国、ロシア、日本、カナダなどが参加しておらず 2）、また 2010 年度にはそ
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対象を森林減少、森林劣化のみならず、2007 年の COP13 で採択された「バ
リ行動計画」で挙げられた森林保全、森林の持続的経営、森林の炭素ストッ
クの強化に拡張することが検討されるようになった（それぞれの活動に関
する定義はまだなされていない）8）。2009 年の COP15 における成果として
採択されたコペンハーゲン合意の時点から REDD-plus の用語が COP の決定
文書においても登場している。2010 年の COP16 で採択されたカンクン合
意では REDD-plus の対象活動を上記の 5 つとすることが決定され、近年は
REDD-plus として議論されるようになってきている。以上を踏まえ、本稿で
は「REDD-plus」の用語を用いて以降の議論を進める。
　REDD-plus は「土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF：Land Use, 
Land Use Change and Forestry）」に関する活動である。京都議定書の第一約
束期間において、LULUCF 関連活動として GHG 削減政策として認められ
ていたのは「吸収源クリーン開発メカニズム（CDM：Clean Development 
Mechanism）」政策であった。
　CDM とは、京都議定書・第 12 条に規定があり、先進国が途上国で GHG
排出削減などの事業を実施し、その結果生じた削減量に応じて発行される
クレジットを参加者間で分け合う制度である。このうち、吸収源 CDM は
CDM の現在 15 あるスコープの 1 つで、途上国における新規植林（過去 50
年間森林でなかった土地への植林）、再植林（1990 年及びプロジェクト開始
時点において森林でなかった土地への植林）を対象とする。吸収源 CDM の
運用ルールや手続きについては、主に 2003 年、2004 年に決定された。
　吸収源 CDM は GHG 削減策として非永続性（森林がいずれは消滅して
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CO2 を排出すること）や不確実性（森林の成長、CO2 の吸収量を正確に予測
できないこと）、長期性（森林の成長には長期間を要すること）といった特
徴をもつ 9）。このことから、吸収源 CDM は他の CDM とは異なる独自のルー
ルが設定され、例えばクレジットは期限付きのものとなり、通常より長いク
レジット発生期間が設定された。
　しかしながら、CDM の全登録事業数は 7,240 件ある一方で、吸収源 CDM









活動もが REDD-plus に含まれる可能性が高まる。少なくとも REDD-plus は、




野からの GHG 排出量は約 40% 増加し、2004 年の世界全体の GHG 排出量





　一方、京都議定書は第一約束期間（2008-12 年の 5 年間）において先進各
国に 1990 年比で約 5.2％の GHG 削減目標を課すものであったが、地球レベ




要不可欠な中で、本稿で研究対象とする REDD-plus ならびに吸収源 CDM の
両政策は気候変動・森林減少の両問題の解決に資する政策として期待されて
いる。現在制度設計中の REDD-plus 政策（ならびに現行ルールにおける推







と REDD-plus では様々な点において異なっている。その 1 つが事業規模
である。吸収源 CDM では事業ベースとなるのに対し、REDD-plus ではナ
ショナルベース、サブナショナルベースとなることが想定されている 13）, 14）。













































　 年齢 11-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-70 計 
ギレシ村
男 1 3 4 2 2 1 13
女 　 3 　 1 1 　 5
計 1 6 4 3 3 1 18
エケニィワ村 
男 　 1 1 2 1 1 6
女 　 3 1 1 　 　 5
計 　 4 2 3 1 1 11
サキラ村
男 　 　 3 1 1 2 7
女 　 1 1 　 　 　 2

























（2000-2010 年に世界全体で 5.2 百万 ha 減少）（表 2）。
　森林は世界全体で 2.4 ± 0.4 × 109Ct の炭素を固定していると推計され
ているが、上記の森林減少の結果、1990-2007 年に熱帯地域で 1.3 ± 0.7 ×
109Ct/ 年の炭素を毎年放出している（熱帯林の森林破壊により 2.9 ± 0.5 ×





















アフリカ 57 674,419 23 -3,414 -0.49
アジア 48 592,512 19 2,235 0.39
ヨーロッパ 50 1,005,001 45 676 0.07
北・中央アメリカ 39 705,393 33 -10 -0.00
南アメリカ 14 864,351 49 -3,997 -0.45
オセアニア 25 191,384 23 -700 -0.36
世界 233 4,033,060 31 -5,211 -0.13


















表 3：森林減少面積・上位 10 カ国における 2000-2010 年の森林変化
（出典）［FAO 2010］より筆者作成。
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減少面積が世界第 5 位となっている（表 3）。タンザニア政府によると、森
林減少の要因として特に指摘されるのは農地の拡大、コントロール不可能
な森林火災、局所的な過放牧、違法な鉱業採掘・木炭生産などであった 23）。







































　タンザニア政府は、主に以下の 2 点により REDD-plus 政策に大きな期待
を寄せている。






の約 75％を占めている（図 3）。これに対し、タンザニアは 2007 年 6 月登録
の廃棄物処理事業（投資国イタリア）、2012 年 11 月登録の小規模・バイオ
マスエネルギー生産事業（投資国オランダ）の 2 件のみであった（この他に
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登録待ちの審査中の案件として、小規模・水力発電事業（投資国スウェーデ
ン）が 1 件ある）。このため、タンザニア政府の REDD-plus に対する期待は
高く、制度設計、実施においては第一約束期間における CDM で見られたよ
うな地域的な不均衡が解消されることを強く求めていた。
　REDD-plus では 2010 年の COP16 での決定により、国毎の発展段階に応じ
































在 UN-REDD プログラム、ノルウェー・タンザニア・イニシアティブの 2 つ
のプログラムが実施されている。
　UN-REDD プログラムは、2008 年に FAO、UNDP、UNEP による運営によっ
て開始された。プログラムは当初 9 カ国を対象として開始されたが、タン









　サポートプログラム 期間 出資額 主な目的

























9NGO に よ る REDD 試 験 事
業のサポート
UN-REDD 2009-11 NOK 25m UN-REDD プログラムの実施
（出典）［Royal Norwegian Embassy 2011、P.16］を参考に筆者作成。
※ 1 NOK （ノルウェー・クローネ）= 16.74 円（2013 年 9 月 21 日現在）
表 4：ノルウェー・タンザニア・イニシアティブのプログラム・活動内容


























　 ギレシ エケニィワ サキラ 
薪炭材 18 1 1
建築・家具用材 16 1 1
伝統的な薬 8 　 1
環境保全 ( 空気、土壌 ) 4 1 1
家畜用の飼料 4 1 　 
水源 4 　 1
食料（果樹） 2 1 　 
養蜂 2 　 1
その他 10 1 1
　 ギレシ エケニィワ サキラ 
1 日 3 回 16 1 1
週 2 回 1 1 　

























　 ギレシ エケニィワ サキラ 
農地・居住地の拡大 6 1 1
違法伐採 5 1 1
木材の過剰伐採 4 1 1
薪炭材などの過剰利用 4 1 　
森林火災 4 　 　
補植の不実施 2 1 1
過放牧 1 1 　 


































































































年 8 月現在、タンザニア全国で 48 のプログラムが実施・展開されているが、
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適合的であるとして、これを REDD-plus に適用しようと検討している 37）。































 1）従来、京都議定書で削減対象となっていた GHG は二酸化炭素（CO2）、メタン
（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン（HFCs）、パーフル
オロカーボン（PFCs）、6 フッ化硫黄（SF6）の 6 種類であったが、2013 年以
降は 3 フッ化チッソ（NF3）が新たに加えられ、7 種類となっている。
 2）米国は 2001 年の宣言より第一約束期間から不参加。一方、ロシア、日本、カ
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The Importance of Regionality in REDD-plus Policy
— Case Study in Tanzania
Takashi Fukushima
Recently, REDD-plus policy (Reducing Emissions from Deforestation and 
Forest Degradation, and Enhancing Forest Carbon Stocks in developing countries) 
has been a focus of attention. This is one of the climate policies to reduce 
Greenhouse Gas emission by avoiding deforestation and forest degradation. REDD-
plus is now under the institutional building stage and will be included in the new 
climate framework (post-Kyoto).
As the project and fund scale will be large (on (sub-)national level), both 
developed and developing countries have high expectations for REDD-plus. In 
a reflection of countries’ interest, the international discussion mainly focuses on 
technical and economic aspects (i.e. monitoring system, incentive mechanism and 
baseline), but the social aspect is relatively low focused. Therefore, the material of 
this paper is to show the importance of regionality in REDD-plus from case studies 
in Arusha State, Northern Tanzania. This paper also shows the project potential and 
the appropriate project style or the approach of research field.
Tanzania has high expectation for REDD-plus, because it is a country that has 
suffered from high deforestation (worst fifth in the world) and has only two CDM 
projects. It has two REDD-plus programmes for capacity building (UN-REDD 
programme and Norway — Tanzania Initiative), but there are still many problems 
such as inadequate forest data sets, inadequate government capacity, and insufficient 
experience.
The research results in three villages of Arusha State are as follows:
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  ・ Local people in three villages daily depend on the forest for firewood, timber 
for building, local medicine, and so on.
  ・ All three villages have past experiences of deforestation, mainly because of 
the expansion of settlement and plantation (by population growth), illegal 
logging, overuse of firewood and timber, and overgrazing. However, they have 
no custom of replanting after cutting trees.
  ・ Ekenywa Village: It is in a dry area and they need two hours to reach the 
nearest forest. Forest is decreasing mainly because of overgrazing.
  ・ Sakila Village: It is very close to the natural forest, but the forest is decreasing 
at a terrific speed because of the high demand for timber. The reasons for 
the high demand are as follows: Farming has been slowed down by the long 
drought and the fall of international coffee prices. There is also a timber plant 
near the village.
  ・ N’Giresi Village: Many villagers feel that deforestation doesn’t happen, as 
they have the custom of replanting and forest conservation. There are two 
reasons: The first reason is that they had the soil conservation project funded 
by foreign donors in the 1990s, and they organized a local group for forest 
conservation based on these activities and experiences. The second reason is 
that they have many tourists of Cultural Tourism Programme, and villagers 
recognize the importance of the forest as a tourism attraction.
Even in the same district of the same state, there are many differences in forest 
conditions and in the causes of deforestation. In conclusion, it is important to take 
care of regionality in institutional design of REDD-plus policy. In that respect, this 
paper can show the REDD-plus potential of Arusha State.
